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１．研究計画の概要 

本研究では、国連のミレニアム開発目標達成
に取り組むインドにおいて、貧困削減に有効
な政策をフィールド実験を用いて分析する。
具体的には下記について研究する。 

(1)マイクロ保険研究 

本研究では、複数の仮説を検証するために、

Karlan and Zinman (2007)の消費者金融フィー

ルド実験を応用した実験を行う。保険販売後

に保険を無料にすること、保険販売後に利用

に応じた次回割引を適用すること、保険の無

料提供、などを組み合わせることで、モラ

ル・ハザード、逆選択の影響を計測する。さ

らに、貧困層の保険購入意欲が低いことを説

明する要因として、リスク選好、現在バイア

スなどをくじのフィールド実験を通じて計

測する。これらの情報を用いて、貧困層の保

険購入意志決定を解明する。 

  (2)マイクロクレジット研究 

本研究では、貸付に効果があるか、返済頻度

が高いことが返済率を高めているか、検討す

る。インドのマイクロファイナンス機関と提

携して、貸付のフィールド実験、返済頻度変

更のフィールド実験を実施して、その効果を

確かめる。 

  (3)農村医療研究 

本研究は、農村部の一次医療に関わる基礎的
な情報を収集し、インド農村部に欠落してい
る貧困層医療支出に関する包括的なデータ
ベースを構築する。この情報を用いながら、
貧困層の医療サービスへの需要を推定し、医
療保険、医薬品、医療サービスの望ましい組
み合わせを提起する。 

 

 

２．研究の進捗状況 

 

  (1)マイクロ保険研究 

複数地点でのフィールド実験、計 5 回の家計
調査を実施した。データ入力を済ませ、現在、
データクリーニングと並行して論文執筆中
である。 

  (2)マイクロクレジット研究 

2 年目から開始の予定であったが、科研費申
請当時に内諾を得ていたマイクロファイナ
ンス機関の経営状態がリーマンショック後
に悪化し、研究実施が困難となった。その後、
複数のマイクロファイナンス機関に赴いて
共同研究を打診したが、いずれも合意に至ら
ず、本研究は中止した。 

  (3)農村医療研究 

農村部の一次医療に関わるベースライン情
報を家計から収集した。さらなるデータ収集
に向けて、再度の調査を検討中であるが、実
施は昨年度末に申請した繰り越しが認可さ
れるかに依存する。 

 

３．現在までの達成度 

 

計画した 3 研究のうち、マイクロクレジット
研究を予定されていた提携先の経営状況悪
化によって実施を断念した。マイクロ保険研
究は計画通りに進行中。農村医療研究はベー
スライン調査を終えてフォローアップ調査
を検討中。 

(1)マイクロ保険研究 

計画したデータ収集と実験は終了した。デー
タのクリーニングと分析・論文執筆を実施中
である。 

(2)マイクロクレジット研究 

中止。 
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(3)農村医療研究 

ベースライン調査を終了した。 

 

４．今後の研究の推進方策 
 
(1)マイクロ保険研究 

データクリーニングと分析を続け、今年度中
に結果をとりまとめて論文を執筆する。 

(3)農村医療研究 

繰り越し申請の許可が得られ次第、調査再開
の手続きを開始して、今年度内にデータを収
集する。 

 

５. 代表的な研究成果 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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